打合簿事例１
	打　合　簿
承認日20○○年○○月○○日
監督職員　　国際　太郎　㊞　
業務管理者　営業　一郎　㊞　
　契約管理番号　　　　　　　　　　　　　　　　
　案件名　ＡＡＡ共和国・社会科教育向上プロジェクト詳細計画策定調査（教材開発）

	
	打合項目
	打合内容及び結果
	

	
	１．業務管理者
２．渡航旅程の確認
３．支払い請求のスケジュール
	監督職員と業務管理者は、標記契約の開始に当たって、以下のとおり確認した。
１．業務管理者を◇◇◇◇株式会社営業部長営業一郎とする。
２．11月上旬から25日の日程で、現地業務を行うこととする。
なお、渡航旅程を変更する必要がある場合は、別途両者で協議することとする。
３．業務管理者は、支払い請求のスケジュールについて、以下のとおり想定していることを監督職員に報告した。
（１）前金払（11月中旬）：　*,***,***円（契約金額の40％）
（２）中間概算払：　　　　　　　　なし
（３）精算払（3月上旬）：　*,***,***円（契約金額の60％）
以上
	

	


打合簿事例２
	打　合　簿
承認日20○○年○○月○○日
監督職員　　国際　太郎　㊞　
業務管理者　営業　一郎　㊞　
　契約管理番号　　　　　　　　　　　　　　　　
　案件名　ＢＢＢ王国・稲作技術向上プロジェクト（農業機械化）

	
	打合項目
	打合内容及び結果
	

	
	１．業務管理者
２．渡航旅程の確認
３．支払い請求のスケジュール
	監督職員と業務管理者は、標記契約の開始に当たって、以下のとおり確認した。
１．業務管理者を業務従事者である協力花子とする。
２．主要な業務工程及び業務管理者の責任で変更できる旅程の範囲を以下のとおり確認する。
【主要な業務工程】
（1） 第１回現地業務：１月中旬から４５日間
（うち、ＡＡＡ国での業務につき、渡航日程は別添のとおり。）
（２）第２回現地業務：３月下旬から３０日間
（３）第３回現地業務：５月中旬から３０日間
（４）第４回現地業務：７月上旬から１５日間
（５）国内作業（○○業務）：１１月中旬から５日間
【業務管理者の責任で変更できる旅程の範囲】
（１）各回の現地業務について、４日以内の業務期間変更（短縮・延長）。ただし、現地業務日数全体が変更される場合は別途協議。
（２）３日以内の現地業務の中断（近隣国への私費出国）。ただし、中断中の直接人件費、その他原価、一般管理費等、日当・宿泊料等、及び近隣国への出入国に要する経費（航空賃等）は、これを支給しない。
３．業務管理者は、支払い請求のスケジュールについて、以下のとおり想定していることを監督職員に報告した。
（１）部分払（第１回現地業務終了後）：
*,***,***円
（２）部分払（第２回現地業務終了後）：
*,***,***円
（３）部分払（第３回現地業務終了後）：
*,***,***円
（４）部分払（第４回現地業務終了後）：
*,***,***円
（５）精算払（12月上旬）：
*,***,***円
以上

別添：ＡＡＡ国における渡航日程表
	

	


打合簿事例３
	打　合　簿
承認日20○○年○○月○○日
監督職員　　国際　太郎　㊞　
業務管理者　営業　一郎　㊞　
　契約管理番号　　　　　　　　　　　　　　　　
　案件名　ＥＥＥ共和国・教員育成プロジェクト終了時評価調査（評価分析）


	
	打合項目
	打合内容及び結果
	

	
	現地業務日程の変更
	監督職員と業務管理者は、標記契約に係る業務従事者の現地業務日程の変更について、以下のとおり合意した。なお、業務内容及び契約人月に変更はない。
ただし、現地業務期間の延長に伴い、その他原価、一般管理費等、日当・宿泊料及び戦争特約保険料については、実績に応じて精算（増額の場合は、必要に応じ契約金額を超えて精算）するものとする。
【日程の変更】
１．変更前日程
国内業務：2013年1月26日～1月30日（0.25人月）
現地業務：2013年2月1日～2月14日（0.47人月）
国内業務：2013年2月18日～2月22日（0.25人月）
２．変更後日程
国内業務：2013年1月26日～1月30日（0.25人月）
現地業務：2013年2月1日～2月16日（0.53人月）
国内業務：2013年2月18日～2月21日（0.19人月）
【解説】
変更後日程の帰国後の国内業務人月は0.19 人月で、期間としては4日間となっています。これは、「業務内容に変更がないため、全体人月は変更されない。」との原則に基づき、0.19人月と算定したものの、日数として割り切れないため、期間の記載としては繰り上げて4日間としたものです。
なお、精算報告書の作業工程計画・実績対比表では、国内日数に端数が出る場合は端数のまま記載してください（現地業務では日当・宿泊料が生じるため、業務日数は必ず整数とし、端数部分は国内日数で調整してください。）。
【変更理由】
先方教員養成大学側の都合により、合同評価会議が2月14日に設定されたため、帰国旅程を延期し、国内作業として想定していた取りまとめ作業の一部を現地作業として実施する。
【その他原価率】

　現地業務人月に対するその他原価率は110％で、変更はない。
以上
	

	


打合簿事例４
	打　合　簿
承認日：20○○年○○月○○日
監督職員　　国際　太郎　㊞　
業務管理者　協力　花子　㊞　
　案件名　ＦＦＦ共和国・配電効率化プロジェクト（チーフアドバイザー業務）

	
	打合項目
	打合内容及び結果
	

	
	自己都合による現地業務期間の一時中断
	業務管理者は、業務従事者の現地業務期間について、自己都合による以下の一時中断を申し入れ、監督職員は、業務上特に支障がないとして、これを承諾した。

【中断の期間】
　2013年6月23日～6月25日
【渡航先】
　ＰＰＰＰ共和国○○○○○市
【中断に際しての経費の取扱い】
　現地業務を中断する6月23日から6月25日までの3日間については、業務従事期間の対象とはせず、以下の経費の支給を支給しない。
・直接人件費
・その他原価
・一般管理費等
・日当・宿泊料（日当３日分、宿泊料２泊分を対象外とする。）
・戦争特約保険料
また、ＰＰＰＰ共和国渡航に係る経費（航空賃等）も支給しない。
以上
	

	


打合簿事例５
	打　合　簿
承認日20○○年○○月○○日
監督職員　　国際　太郎　㊞　
業務管理者　営業　一郎　㊞　
　契約管理番号　　　　　　　　　　　　　　　　
　案件名　ＧＧＧ共和国・民法草案作成プロジェクト（債権法）

	
	打合項目
	打合内容及び結果
	

	
	報告書等の提出
	業務管理者は、契約書仕様書の規定に基づき、以下の報告書を監督職員に提出した。
監督職員は、内容を確認し、これを受領した。
・ＥＥＥ共和国民法（債権法）草案（第一案）
以上
	

	


一つの業務実施契約内で連続して複数国で業務に従事する場合には、渡航実績がわかるように国毎の渡航日程を打合簿にて確認してください。





現地業務人月が２M/M（個人コンサルタントは３M/M）を超え、12M/M以下の場合、現地業務日数の増減により現地業務人月に対するその他原価率が変動します。


　その場合は、打合簿に変更前後のその他原価率を記載してください。


（記載例）


【その他原価率】


現地業務人月に対するその他原価率は○○％であったが、上記日程変更に伴い、○○％に変更する。





現地出発日、現地到着日を含む離脱日数
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